
富里市障害者グループホーム等入居者家賃援助事業補助金交付要綱 

 

（平成２０年４月１日告示第５５号） 

 

改正  平成２１年２月１８日告示第２１号  平成２２年４月１日告示第６０号 

平成２３年１２月１２日告示第１７２号  平成２５年４月１日告示第８０号の５ 

平成２６年４月１日告示第７１号の１４ 令和５年３月１４日告示第３０号 

令和６年４月１日告示第６０号 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、グループホーム等に入居する障害者に対し、家賃の一部

について、予算の範囲内において富里市補助金等交付規則（平成１９年規則

第１０号。以下「規則」という。）及びこの要綱に基づき補助金を交付する

ことで、障害者の経済的な負担を軽減し、障害者の自立の促進を図ることを

目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

 （１） グループホーム等 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第５条

第１７項の共同生活援助を行う施設、千葉県生活ホーム運営事業実施要

綱（昭和６１年７月１日付け障第１５８号）の規定に基づく生活ホーム

及び千葉県精神障害者ふれあいホーム運営事業実施要綱（平成１５年３

月１７日付け障第１１０８号）の規定に基づく精神障害者ふれあいホー

ムをいう。 

 （２） 家賃 敷金、礼金、保証金、管理費、共益費その他の諸費用を除いたグ

ループホーム等の入居にかかる１月当たりの賃料をいう。 

（助成要件） 

第３条 この補助金の交付の対象となる者は、次の各号に掲げる要件のいずれ

にも該当するものとする。 

 （１） 本市から法第２２条第８項の規定による障害福祉サービス受給者証を交

付され、又は入居に係る本市の承認若しくは決定を受け、現にグループ

ホーム等に入居している者であること。ただし、地域生活体験事業利用

者及びグループホームの体験利用者を除く。 

 （２） 自ら家賃を負担していること。 



 （３） 当該年度における市町村民税（４月から６月までの間における申請にあ

っては前年度における市町村民税）が非課税であること。 

 （４） 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護を受けていないこ

と。 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、対象者がグループホーム等に支払った家賃の２分の１

に相当する額（その額が２５，０００円を超えるときは、２５，０００円）

とする。ただし、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律施行令（平成１８年政令第１０号）第２１条第１項第２号に規定する特

定障害者特別給付費が支給される場合は、家賃からその額を控除した額の２

分の１に相当する額（その額が２０，０００円を超えるときは、２０，００

０円）とする。 

（交付の申請） 

第５条 規則第５条第１項の規定により補助金の交付を受けようとする者（以

下「申請者」という。）は、富里市障害者グループホーム等入居者家賃援助

事業補助金交付申請書（別記第１号様式）を市長に提出しなければならない。 

（決定の通知） 

第６条 規則第８条の規定による通知は、富里市障害者グループホーム等入居

者家賃援助事業補助金交付決定・却下通知書（別記第２号様式）によるもの

とする。 

（変更の承認） 

第７条 申請者が、補助金の交付決定後、申請内容を変更しようとするとき又

はグループホーム等を退去しようとするときは、富里市障害者グループホー

ム等入居者家賃援助事業補助金変更（中止・廃止）承認申請書（別記第３号

様式）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項による申請があったときは、速やかに審査し、変更の承認の

可否を決定し、富里市障害者グループホーム等入居者家賃援助事業補助金変

更（中止・廃止）承認・却下通知書（別記第４号様式）により、申請者に通

知するものとする。 

（交付の請求） 

第８条 申請者は、補助金の支給を受けようとするときは、富里市障害者グル

ープホーム等入居者家賃援助事業補助金交付請求書（別記第５号様式）を、

市長に提出しなければならない。 

 （支給期間及び支払期月）  

第９条 補助金の支給は、毎年７月、１０月、１月及び４月の４期に、それぞ



れ前月までの分を支払うものとする。ただし、第７条の規定による変更承認

があった場合又は市長が特に必要と認める場合は、支払期月でない月であっ

ても補助金を支払うことができる。 

（決定の取消し） 

第１０条 市長は、申請者が補助金等を他の用途への使用をし、その他補助事業

等に関し補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他法令等又は

これに基づく市長の処分に違反したときは、補助金の交付の決定の全部又は

一部を取り消すことができる。 

２ 前項の規定は、補助事業について交付すべき補助金の額の確定があった後

においても適用があるものとする。 

（補助金の返還） 

第１１条 市長は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、補助対象事

業の当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期

限を定めて、その返還を命ずるものとする。 

２ 市長は、補助対象事業に交付すべき補助金の額を確定した場合において、

既にその額を超える補助金が交付されているときは、期限を定めて、その返

還を命ずるものとする。 

３ 市長は、前２項の返還の請求に係る補助金で、やむを得ない事情があると

認めるときは、申請者の申請により、返還の期限を延長し、又は返還の命令

の全部若しくは一部を取り消すことができる。 

（補則） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、公示の日から施行する。 

（失効） 

２ この告示は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。 

   附 則（平成２１年２月１８日告示第２１号） 

この告示は、公示の日から施行する。 

   附 則（平成２２年４月１日告示第６０号） 

この告示は、公示の日から施行する。 

附 則（平成２３年１２月１２日告示第１７２号） 

この告示は、公示の日から施行し、改正後の富里市障害者グループホーム等

入居者家賃援助事業補助金交付要綱の規定は、平成２３年度分の予算にかかる

補助金から適用する。 



附 則（平成２５年４月１日告示第８０号の５） 

この告示は、公示の日から施行する。 

   附 則（平成２６年４月１日告示第７１号の１４） 

（施行期日） 

１ この告示は、公示の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行前に、改正前の富里市障害者グループホーム等入居者家賃

援助事業補助金交付要綱の規定に基づいて調製した用紙は、この告示の施行

後においても、当分の間、使用し、又は所要の修正をして使用することがで

きる。 

附 則（令和５年３月１４日告示第３０号） 

この告示は、公示の日から施行する。ただし、第３４条の規定は、令和５年

４月１日から施行する。 

附 則（令和６年４月１日告示第６０号） 

この告示は、公示の日から施行する。 

 

  



別記 

第１号様式（第５条関係） 

 

年    月    日  

 

  富里市長          様 

 

住 所 

申請者 氏 名            

連絡先 

 

 

富里市障害者グループホーム等入居者家賃援助事業補助金交付申請書 

 

 富里市障害者グループホーム等入居者家賃援助事業補助金交付要綱第５条の

規定により、次のとおり補助金の交付を申請します。 

 なお、申請決定のため、私の個人番号、住民登録資料、税務資料その他につ

いて、各関係機関に調査、照会、閲覧することを承諾します。 

入 居 者 

ふ り が な  

氏   名  

生 年 月 日 年  月  日 

個 人 番 号             

障害福祉サービス 

受給者証等番号 
 

入 居 施 設 

住   所  

名   称  

電   話  

利 用 開 始 日 年  月  日 

家賃額（月額）       円 

添付書類 

１ 申請者が負担しているグループホーム等の家賃の額を確認することがで

きる書類 

２ その他市長が必要と認める書類 

  



第２号様式（第６条関係） 

 

指令第     号  

年  月  日  

 

             様 

 

富里市長          印      

 

富里市障害者グループホーム等入居者家賃援助事業補助金 

交付決定・却下通知書 

 

     年  月  日付けで申請のあった富里市障害者グループホーム等

入居者家賃援助事業補助金交付申請については、富里市障害者グループホーム

等入居者家賃援助事業補助金交付要綱第６条の規定により下記のとおり決定し

たので通知します。 

記 

１ 交付決定 

 （１） 交付決定額(月額)           円 

 （２） 決定期間         年  月分から 

                年  月分まで 

 （３） 交付の条件 

   

２ 申請却下 

 理由  

 

 



第３号様式（第７条関係） 

 

年    月    日  

 

  富里市長          様 

 

住 所 

申請者 氏 名            

連絡先 

 

富里市障害者グループホーム等入居者家賃援助事業補助金 

変更（中止・廃止）承認申請書 

 

 富里市障害者グループホーム等入居者家賃援助事業補助金交付要綱第７条第

１項の規定により、次のとおり補助金の変更（中止・廃止）承認を申請します。 

なお、申請決定のため、私の個人番号、住民登録資料、税務資料その他につ

いて、各関係機関に調査、照会、閲覧することを承諾します。 

入 居 者 

ふ り が な  

氏   名  

生 年 月 日 年  月  日 

個 人 番 号             

障害福祉サービス

受給者証等番号 
 

入 居 施 設 

住   所  

名   称  

電   話  

変更(中止･廃止)年月日 年  月  日 

変更(中止･廃止)理由  

家賃額（月額） 

変 更 前 円   

変 更 後 円   

中止・廃止  中止・廃止した月     円   

添付書類 

１ 変更後の家賃の額又は退去したことを確認することができる書類 

２ その他市長が必要と認める書類 



第４号様式（第７条関係） 

 

指令第     号  

年  月  日  

 

             様 

 

富里市長          印      

 

富里市障害者グループホーム等入居者家賃援助事業補助金 

変更（中止・廃止）承認・却下通知書 

 

     年  月  日付けで申請のあった富里市障害者グループホーム等

入居者家賃援助事業補助金変更（中止・廃止）承認申請については、富里市障

害者グループホーム等入居者家賃援助事業補助金交付要綱第７条第２項の規定

により下記のとおり承認・却下したので通知します。 

記 

１ 承認 

 （１） 変更後の補助金額（月額）            円 

 （２） 変更後の決定期間          年  月分から 

                     年  月分まで 

 （３） 中止・廃止  中止・廃止月の家賃       円 

年  月  日から中止・廃止 

２ 申請却下 

 理由 

 



第５号様式（第８条関係） 

 

年    月    日  

 

  富里市長          様 

 

住 所 

申請者 氏 名           ㊞ 

連絡先 

 

 

富里市障害者グループホーム等入居者家賃援助事業補助金交付請求書 

 

富里市障害者グループホーム等入居者家賃援助事業補助金を富里市障害者グ

ループホーム等入居者家賃援助事業補助金交付要綱第８条の規定により下記の

とおり請求します。 

記 

１ 請求額            円 

（    月分から    月分として） 

２ 振込先 

金 融 機 関 名 

銀 行 

信用金庫 

農 協 

信用組合 

支 店 

本 店 

本 所 

口 座 番 号 普 通 ･ 当 座  

フ リ ガ ナ 

口 座 名 義 人 

 

 

 

添付書類 

家賃の領収書等の写し 

 


